
職
場
事
態
で
改
善
が
必
要
な

こ
と
は
、
①
増
員
（
７
３
％
）
、

②
仕
事
量
を
減
ら
す
（
３
７

％
）
、
③
定
員
削
減
を
し
な
い

（
３
１
％
）
で
あ
り
、
前
回
の

ア
ン
ケ
ー
ト
よ
り
増
員
を
求
め

る
声
は
増
え
て
い
ま
す
。
（
＋

６
％
）

業
務
執
行
を
進
め
や
す
く
す

る
た
め
に
は
、
①
入
札
発
注
業

務
の
簡
素
化
（
６
２
％
）
、
②

過
度
な
説
明
資
料
の
中
止
（
５

１
％
）
、
③
調
査
物
の
見
直
し

（
５
１
％
）
と
な
っ
て
お
り
、

業
務
の
簡
素
化
が
必
要
で
、
過

度
な
資
料
作
成
が
大
き
な
負
担

に
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
予
算
執
行
に
つ
い
て

は
、
①
業
務
内
容
や
防
災
体
制

に
見
合
う
増
員
（
５
９
％
）
、

②
不
必
要
な
予
算
は
、
繰
り
越

さ
ず
返
納
（
５
４
％
）
、
③
維

持
補
修
予
算
の
計
画
的
要
求

（
４
６
％
）
と
な
っ
て
お
り
、

予
算
執
行
に
必
要
な
増
員
や
必

要
な
予
算
の
確
保
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

監
督
・
検
査
業
務
の
民
間
導

入
は
、
①
職
員
の
増
員
で
委
託

を
減
ら
す
（
３
０
％
）
、
②
定

員
削
減
の
た
め
や
む
得
な
い

（
１
９
％
）
、
③
委
託
が
な
け

れ
ば
業
務
が
進
ま
な
い
（
１
５

％
）
と
、
職
員
で
行
う
業
務
だ

が
、
職
場
実
態
か
ら
委
託
に
頼

ら
ざ
る
得
な
い
の
が
現
実
で
、

職
員
の
技
術
力
低
下
に
も
つ
な

が
っ
て
い
る
と
言
わ
れ
て
い
ま

す
。毎

年
改
定
さ
れ
て
い
る
入
札

手
続
き
に
つ
い
て
は
、
①
複
雑
、

ミ
ス
防
止
か
ら
簡
素
化
が
必
要

（
７
５
％
）
、
②
多
岐
に
わ
た

る
契
約
方
式
を
整
理
す
る
必
要

が
あ
る
（
６
３
％
）
と
、
多
く

の
管
理
職
員
の
負
担
と
な
っ
て

い
ま
す
。

管
理
職
員
の
日
常
業
務
に
つ

い
て
は
、
①
予
算
消
化
主
義
の

改
善
（
５
０
％
）
、
②
入
札
契

約
制
度
の
見
直
し
（
４
５
％
）
、

人
事
評
価
制
度
の
改
善
（
３
７

％
）
と
、
予
算
執
行
と
入
札
契

約
手
続
き
の
改
善
が
早
急
に
必

要
で
す
。

政
治
の
圧
力
を
経
験
し
た
か

に
つ
い
て
は
、
１
８
％
で
あ
り
、

そ
の
内
容
は
、
①
用
地
補
償
、

②
工
事
場
所
な
ど
が
あ
り
ま
す

が
、
高
圧
的
な
叱
責
や
恫
喝
を

受
け
た
回
答
も
あ
り
、
理
不
尽

な
圧
力
を
管
理
職
員
は
受
け
て

い
ま
す
。

健
康
状
態
に
つ
い
て
は
、
①

通
院
（
１
４
％
）
、
②
現
在
心

身
の
調
子
が
悪
い
（
６
％
）
、

③
今
に
も
壊
れ
そ
う
（
３
％
）

な
ど
、
健
康
に
不
安
を
抱
え
て

い
る
方
が
、
２
４
％
と
な
っ
て

い
ま
す
。

超
過
勤
務
に
お
い
て
は
、
管

理
職
員
の
１
８
％
、
部
下
職
員

の
３
９
％
が
上
限
規
制
を
超
過

し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
サ
ー
ビ

ス
残
業
が
あ
る
は
、
２
７
％
で

当
局
は
職
場
の
実
態
を
把
握
し

て
い
ま
せ
ん
。

超
過
勤
務
の
縮
減
の
方
策
に

つ
い
て
は
、
増
員
を
求
め
る
声

が
圧
倒
的
で
す
。
（
７
１
％
）

職
場
で
の
パ
ワ
ハ
ラ
は
、
①

現
在
も
受
け
て
い
る
（
２
５

名
）
、
②
過
去
に
受
け
た
（
６

０
７
名
）
と
な
っ
て
お
り
、
な

く
な
ら
な
い
パ
ワ
ハ
ラ
、
当
局

は
早
急
に
対
応
す
べ
き
で
す
。

管
理
職
特
別
勤
務
手
当
に
つ

い
て
は
、
①
条
件
に
よ
り
支
給

さ
れ
る
（
６
９
％
）
と
な
っ
て

い
ま
す
が
、
②
手
当
も
振
替
休

暇
も
な
い
（
９
人
）
、
③
手
当

を
申
請
し
て
な
い
（
１
０
２
人
）

と
、
た
だ
働
き
と
な
っ
て
い
る

実
態
が
あ
り
ま
す
。

振
替
休
暇
の
取
得
は
、
取
れ

て
な
い
（
ほ
と
ん
ど
、
半
分
程

度
）
が
１
０
％
と
な
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
振
替
休
日
に
出
勤

し
た
場
合
の
管
理
職
特
別
勤
務

手
当
の
申
請
は
、
①
申
請
し
て

い
な
い
（
２
６
％
）
、
②
申
請

で
き
る
こ
と
を
知
ら
な
い
（
３

３
４
％
）
と
、
な
っ
て
お
り
、

働
い
て
い
な
が
ら
、
休
め
な
い
、

手
当
が
な
い
実
態
が
あ
り
ま

す
。
い
ず
れ
も
当
局
の
責
任
で

こ
の
状
態
を
な
く
す
べ
き
で

す
。ユ

ニ
オ
ン
な
ど
の
要
求
に
よ

り
、
平
日
の
深
夜
（
０
時
～
５

時
）
に
お
け
る
管
理
職
特
別
勤

務
手
当
が
支
給
さ
れ
て
い
ま
す

が
、
そ
の
支
給
実
態
は
、
手
当

の
支
給
条
件
を
知
ら
な
か
っ
た

が
、
１
９
％
と
。
回
答
し
て
お

り
、
ま
だ
ま
だ
周
知
不
足
に
な

っ
て
い
ま
す
。

再
任
用
に
つ
い
て
は
、
①
フ

ル
・
ハ
ー
フ
タ
イ
ム
は
本
人
の

選
択
制
（
６
０
％
）
、
②
経
験

知
識
を
生
か
し
た
業
務
（
４
８

％
）
に
加
え
、
③
基
本
給
を
引

き
上
げ
る
（
３
９
％
）
、
④
５

級
格
付
け
と
す
る
（
３
１
％
）

と
、
現
役
時
の
経
験
を
生
か
し

た
働
き
方
、
ま
た
、
職
責
に
応

じ
た
処
遇
を
求
め
て
い
ま
す
。

定
年
延
長
制
度
に
つ
い
て

は
、
①
短
時
間
勤
務
を
選
択
可

能
に
す
る
（
４
６
％
）
、
②
６

０
歳
以
降
役
職
を
降
り
、
従
事

職
責
に
見
合
っ
た
給
与
水
準

（
３
０
％
）
と
な
っ
て
お
り
、

各
人
が
退
職
後
の

多
様
な
働
き
方
を

希
望
し
て
い
ま

す
。

（
次
号
へ
続
く
）
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管
理
職
ユ
ニ
オ
ン
が
昨
年
取
り
組
ん
だ
「
管
理
職
ア
ン
ケ
ー
ト
」
は
全
国

か
ら
１
３
６
２
名
の
回
答
が
あ
り
ま
し
た
。
コ
ロ
ナ
禍
の
中
、
生
活
様
式
も

変
わ
り
仕
事
の
形
態
も
変
わ
る
中
、
様
々
な
職
場
実
態
が
明
ら
か
に
な
っ
て

い
ま
す
。
そ
の
中
で
見
え
て
き
た
課
題
を
紹
介
し
ま
す
。

アンケートから見える
職場の実態（上）



定
年
延
長
法
案
、
今

国
会
成
立
を
目
指
す

国
家
公
務
員
の
定
年
を
段
階

的
に
引
き
上
げ
６
５
歳
と
す
る

こ
と
を
柱
に
し
た
国
家
公
務
員

法
等
一
部
改
正
法
案
が
、
４
月

２
７
日
の
衆
議
院
本
会
議
で
可

決
し
、
参
議
院
へ
送
付
さ
れ
、

今
国
会
で
の
成
立
を
目
指
す
と

さ
れ
て
い
ま
す
。

同
法
案
は
２
０
２
０
年
の
通

常
国
会
で
、
検
察
官
の
特
例
を

認
め
る
「
検
察
庁
法
の
改
正
案
」

が
世
論
か
ら
批
判
を
受
け
、
立

ち
消
え
と
な
っ
て
い
ま
し
た

が
、
検
事
総
長
ら
の
定
年
を
最

大
３
年
延
長
で
き
る
と
し
た
特

例
規
定
を
削
除
す
る
な
ど
し

て
、
今
国
会
に
法
案
を
再
提
出

さ
れ
て
い
ま
し
た
。

段
階
的
に
引
き
上

げ
、
６
５
歳
定
年
へ

今
回
の
改
正
案
の
概
要
は
、

●
施
行
を
令
和
５
年
４
月
１
日

と
し
、
定
年
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

を
１
年
ず
ら
す
以
外
は
昨
年
の

法
案
と
同
じ
。

●
定
年
を
段
階
的
に
６
５
歳
ま

で
引
き
上
げ
る
。
施
行
日
の
令

和
５
年
４
月
１
日
に
６
１
歳
、

そ
の
後
、
２
年
毎
に
１
歳
引
き

上
げ
、
最
終
的
に
は
令
和
１
３

年
４
月
１
日
か
ら
最
終
形
の
６

５
歳
と
す
る
も
の
。

●
役
職
定
年
制
は
、
指
定
職
あ

る
い
は
俸
給
表
の
特
別
調
整
額

の
支
給
対
象
官
職
等
を
対
象
と

し
、
６
０
歳
の
誕
生
日
以
降
、

次
の
４
月
１
日
ま
で
の
間
に
管

理
監
督
職
以
外
の
官
職
に
異
動

さ
せ
る
も
の
。
役
職
定
年
に
よ

る
異
動
で
公
務
の
運
営
に
著
し

い
支
障
が
生
じ
る
場
合
、
引
き

続
き
管
理
監
督
職
と
し
て
勤
務

す
る
特
例
を
設
け
る
。

●
６
０
歳
以
降
の
職
員
の
給
与

は
、
人
事
院
の
「
意
見
の
申
出
」

に
基
づ
き
、
当
面
の
間
、
職
員

の
俸
給
月
額
は
、
６
０
歳
に
達

し
た
日
以
降
の
最
初
の
４
月
１

日
以
後
、
そ
の
職
員
の
級
号
俸

に
応
じ
た
額
に
７
割
を
乗
じ
た

額
と
す
る
。
役
職
定
年
に
よ
り

降
任
、
降
級
を
伴
う
異
動
を
し

た
場
合
は
、
異
動
前
の
俸
給
月

額
の
７
割
水
準
と
す
る
。

●
６
０
歳
以
後
、
定
年
前
に
退

職
し
た
職
員
の
退
職
手
当
に
つ

い
て
は
、
定
年
前
の
退
職
を
し

た
方
が
不
利
に
な
ら
な
い
よ

う
、
当
分
の
間
、
６
０
歳
以
後

に
そ
の
者
の
非
に
よ
る
こ
と
な

く
退
職
し
た
者
に
つ
い
て
は
、

定
年
を
理
由
と
す
る
退
職
と
同

様
に
退
職
手
当
を
算
定
す
る
。

（
６
０
歳
以
降
は
途
中
で
退
職

し
て
も
定
年
で
退
職
し
て
も
基

本
的
に
は
退
職
手
当
は
変
わ
ら

な
い
）

●
定
年
の
引
き
上
げ
で
、
現
行

の
６
０
歳
定
年
退
職
者
の
再
任

任
用
制
度
は
廃
止
。
定
年
の
段

階
的
な
引
き
上
げ
期
間
中
は
、

６
５
歳
ま
で
の
経
過
措
置
と
し

て
現
行
と
同
様
の
制
度
を
存

置
。

●
６
０
歳
に
達
し
た
日
以
後
定

年
前
に
退
職
し
た
職
員
を
、
本

人
の
希
望
に
よ
り
、
短
時
間
勤

務
の
官
職
に
採
用
（
任
期
は
６

５
歳
ま
で
）
す
る
こ
と
が
で
き

る
制
度
を
設
け
る
。

新
規
採
用
継
続
の
た

め
定
員
増
が
必
要

昨
年
の
法
案
は
、
検
察
幹
部

の
特
例
規
定
に
野
党
が
反
発
し

廃
案
に
な
り
ま
し
た
が
、
特
例

規
程
を
削
除
し
た
今
回
は
、
４

月
２
３
日
の
衆
議
院
内
閣
委
員

会
で
の
審
議
後
の
採
決
で
、
修

正
案
を
提
出
し
た
日
本
維
新
の

会
を
除
く
会
派
が
全
て
賛
成
し

て
い
ま
す
。
な
お
、
衆
議
院
の

実
質
審
議
は
、
１
日
限
り
で
し

た
。衆

議
院
内
閣
委
員
会
で
は
、

「
定
年
引
き
上
げ
る
年
度
に
お

い
て
定
年
退
職
者
が
生
じ
な

い
。
仮
に
一
定
の
定
員
で
あ
る

な
ら
ば
、
新
規
採
用
者
数
が
大

幅
に
減
少
す
る
こ
と
に
な
り
、

組
織
の
年
齢
構
成
に
ゆ
が
み
が

生
じ
る
。
定
年
を
引
き
上
げ
て

も
十
分
な
新
規
採
用
は
で
き
る

の
か
」
に
つ
い
て
質
問
が
あ
り
、

河
野
国
家
公
務
員
制
度
担
当
大

臣
は
、
「
定
年
引
き
上
げ
期
間

内
の
調
整
時
に
、
一
時
的
に
定

員
を
増
や
す
こ
と
は
当
然
や
っ

て
い
く
」
と
答
弁
し
て
い
ま
す
。

政
府
は
東
京
都
、
京
都
府
、

大
阪
府
、
兵
庫
県
の
４
都
府
県

に
昨
年
来
３
度
目
と
な
る
緊
急

事
態
宣
言
を
４
月
２
５
日
に
発

令
し
ま
し
た
。
当
初
は
５
月
１

１
日
を
期
限
と
し
て
い
ま
し
た

が
、
病
床
の
ひ
っ
迫
や
新
規
感

染
者
数
の
高
止
ま
り
を
受
け
、

３
１
日
ま
で
に
期
限
を
延
長
。

そ
の
後
、
宣
言
の
対
象
は
、
北

海
道
、
愛
知
県
、
岡
山
県
、
広

島
県
、
福
岡
県
、
沖
縄
県
に
も

拡
大
さ
れ
、
沖
縄
県
以
外
は
３

１
日
が
期
限
と
な
っ
て
い
ま

す
。
な
お
、
最
後
に
対
象
と
な

っ
た
沖
縄
県
は
６
月
２
０
日
が

期
限
と
な
っ
て
い
ま
す
。

更
に
、
新
規
感
染
者
数
の
高

水
準
が
継
続
し
て
い
る
状
況
か

ら
緊
急
事
態
宣
言
期
間
の
再
度

の
延
長
も
あ
る
状
況
と
な
っ
て

い
ま
す
。

政
府
は
従
来
の
延
長
線
上
の

対
応
で
は
、
宣
言
解
除
ど
こ
ろ

か
再
延
長
や
再
宣
言
を
繰
り
返

す
こ
と
に
な
る
わ
け
で
、
３
月

に
示
し
た
「
再
び
宣
言
を
だ
さ

な
い
た
め
」
の
五
つ
の
対
策
を

実
行
す
べ
き
で
す
。
と
り
わ
け
、

医
療
体
制
の
強
化
、
迅
速
な
ワ

ク
チ
ン
接
種
は
早
急
に
行
う
べ

き
で
す
。
合
わ
せ
て
、
休
業
や

減
収
に
対
す
る
補
償
支
援
対
策

は
重
要
で
す
。

職
場
に
お
い
て
は
、
テ
レ
ワ

ー
ク
の
実
施
や
出
勤
回
避
の
強

化
な
ど
周
知
さ
れ
、
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
が
取
り
に
く
い
状

態
が
続
い
て
い
ま
す
。
業
務
執

行
の
遅
れ
も
続
い
て
い
る
職
場

も
あ
り
ま
す
。

職
員
の
健
康
と
命
を
守
る
こ

と
に
加
え
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
対
応
を
き
っ
か
け
に
、
国

家
公
務
員
の
定
員
削
減
や
非
正

規
化
が
問
題
視
さ
れ
て
い
る
こ

と
も
合
わ
せ
、
国
民
の
命
と
財

産
を
守
る
防
災
体
制
の
確
保
を

求
め
て
い
き
ま
す
。

３５２号 国交管ユニオンニュース ２０２１年 ５月２７日

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和１０年 令和１１年 令和１２年 令和１３年

生年 昭和３８年 昭和３９年 昭和４０年 昭和４１年 昭和４２年 昭和４３年 昭和４４年 昭和４５年 昭和４６年

６１歳 ６１歳
６２歳 ６２歳

６３歳 ６３歳
６４歳 ６４歳

６５歳

年度

退職年齢

定年年齢段階的に引き上げ、定年年齢段階的に引き上げ、
令和１３年には６５歳令和１３年には６５歳

組合員の純増で第２４回
全国大会を迎えよう!

ユニオン本部は、５月２２日(土)
Web 会議にて中央執行委員会を行
い、大会議案討議、大会開催方法等
について、各支部の状況報告も合わ
せ意見交換を行いました。
緊急事態宣言が繰り返される中、

様々な課題を抱えている職場の状況
が昨年取り組んだアンケートから明
らかになっており、職場の声を元に、
管理職員の処遇と健康を守る砦とし
て役割を果たしているユニオンの存
在は益々重要となっています。
次期大会は６月２６日(土)を予定

しています。４月以降、新しい仲間
を迎えた各職場ではユニオンへの加
入者の報告もあり、さらにユニオン
が大きな組織になって大会を迎える
ため、全国の仲間の奮闘をお願いし
ます。


